
  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

「アイ･エー 経営者通信 」送付のご案内           
⽴春の候、貴社ますますご盛栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のお引⽴て

を賜り厚くお礼申し上げます。今月も「アイ・エー経営者通信」をお届けします。 

冬タイヤに交換するのが普通︕︖ 

記録的な寒波襲来でここ数日非常に寒く、今日 27 日積もりませんでしたが、浜松には
本物の雪がしばらく降り続けました。全国的には想定を超える積雪により多くの交通
網に影響が出ています。10 時間以上も電⾞内での閉じ込めや、⾼速で⽴ち往⽣といっ
た報道があり、皆さまの中にも影響を受けた方がいらっしゃるのではないかと思いま
す。当事者となられた方々、JR や NEXCO をはじめ管理者の皆様方には本当にお疲れ
様でした。雪道での渋滞のきっかけとなるノーマルタイヤでのスリップ。静岡在住だ
と冬タイヤを持つ⼈はほとんどいないと思いますが、全国的に⾒るとかなり多くの地
域で冬タイヤの装備が当然で、持っていない地域の方が少数派なようです。 

⾃転⾞は軽⾞両…違反切符もあり 
 

                                
地域の交通事情に合わせて… 

子供の頃に親に教わって乗れるようになり、ルールを知らなくても自由に乗れる自転
⾞。ルールを教わる場合にも地域ごとで、全国統一ルールは現実に即していないこと
が多く、実際に日常で守りにくい規則なので、なかなか定着しないように感じます。
日頃、⾞を運転していると、⾞道を⾛る自転⾞は非常に危険に感じます。地方では歩
道にも歩⾏者がほとんどいないので、左側歩道を⾛る方が安全で良いと思うのです
が、都市部など歩⾏者の多い地域では危険です。だからあえて全国統一にならず、自
然と曖昧なルールになったのではないでしょうか。他地域の⼈にもわかりやすいとい
う前提で、条例で実状に合ったルールにしたら良いと思うのですが、各地域で道路事
情に対する根本的な常識が違うので難しいのでしょう。蛇足ですが「2021 年信号機の
ない横断歩道における⾞の一時停⽌率」で、静岡は⻑野県(85.2%)に次いで 63.8%で
２位︕因みに全国平均は 30.6％です。では今月もよろしくお願い申し上げます。 

 

 

～トピックス～ 

今年 4/1からの自転車乗車時ヘルメ

ット着用義務に続き、7/1からは電動

キックボードの取扱いに対しての改

正道交法が適用されるそうです。さ

らに原付の区分変更なども検討され

ています。今後、久しぶりに自転車

や原付に乗ろうとした時、自分の知

らない規則になっているかもしれま

せん。免許更新時の案内や講習

は、今まで以上によく注意して最新

情報を確認しましょう。とはいえ、見

たこともない新しい物に対して新しい

規則が出来たとしても…。 

交通関係のルール改定といえば、

高速料金の深夜割引を大幅見直し

することが報道されました。特に影

響が大きいと思われる物流業界に

は 2024年問題も控えています。 

働き方改革のために労働環境改善

の施策が導入されるのでしょうが、

多くの人数全員が同じ場所で同じ時

間に働く業種と、個人単位で移動し

ながら働く業種、製造業とサービス

業、リモート勤務が不可能な職種、

全て同一の指標で制限すること自体

に無理があると思うのですが…。 

今日もポチっと通販で買物しました。

大雪の中、無理に急いで配達しなく

ても良いですよ、と思っても、明日に

は届けてくれるそうです。ドライバー

の皆さんどうぞご安全に！！（浅井） 

料金別納郵便 

 

 

 

昨年 11/1 に内閣府が「自転⾞安全利⽤５則」を発表し
ました。交通事故自体の件数は減少傾向ですが、自転⾞
による事故は多発し、重大事故となることもあります。
各地で自転⾞は軽⾞両であることの周知や、様々な取締
り強化、啓蒙活動が展開されています。内閣府 HP 当該
ページのＱＲコードを添付しますのでご参照下さい。 



ワン
ポイント

（葉月）AUGUST

11日・山の日

日 月 火 水 木 金 土

8月◆  8月の税務と労務

8 2022（令和4年）

国の借金　国債と借入金、それに政府短期証券の残高を合わせた、いわゆる「国の借金」
は今年3月末現在で1,241兆3,074億円と6年連続で過去最大を更新しています。医療や介護、
年金などの社会保障費や新型コロナ対策への財政出動が要因で、日本の人口（約1億2,273
万人）を基にした単純計算で国民1人当たりの借金は1,011万円超となっています。

国　税／ 7月分源泉所得税の納付 8月10日
国　税／ 6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

 8月31日
国　税／ 12月決算法人の中間申告 8月31日
国　税／ 9月、12月、3月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合） 8月31日
国　税／ 個人事業者の消費税等の中間申告 8月31日
地方税／個人事業税第1期分の納付
 都道府県の条例で定める日
地方税／個人住民税第2期分の納付
 市町村の条例で定める日

暑
中
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見
舞
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ト
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サ
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通
信

ト
ー
タ
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サ
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ー
ト
通
信
編 集 発 行

株式会社トータルサポート
〒854-0055
長崎県諫早市栗面町102-18
ネオシティKUREMOⅡ102号
TEL. 0 9 5 7（ 4 7 ）6 1 5 2
FAX. 0 9 5 7（ 4 7 ）6 1 5 3

編 集 発 行

㈱ハンズ熊本
〒860-0811
熊本県熊本市中央区本荘

6丁目8-7
TEL. 0 9 6（ 3 7 5 ）4 3 4 0
FAX. 0 9 6（ 3 7 5 ）4 3 4 1
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ワン
ポイント

2月 （如月）FEBRUARY

日 月 火 水 木 金 土

11日・建国記念の日　23日・天皇誕生日
◆  2月の税務と労務

2 2023（令和5年）

国税のスマホアプリ納付　専用のWebサイト「国税スマートフォン決済専用サイト」から、
納税者が利用可能なPay払い（〇〇ペイ）を選択して納付する手続方法。事前手続き不要、
原則として全税目の納付が可能で、一度の納付利用上限は30万円とされていますが、領
収証書は発行されません。なお、クレジットカード納付と違い決済手数料は無料です。

国　税／ 令和4年分所得税の確定申告
 2月16日～3月15日

（還付申告は申告期間前でも受け付けられます）
国　税／ 贈与税の申告 2月1日～3月15日
国　税／ 1月分源泉所得税の納付 2月10日
国　税／ 12月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

 2月28日
国　税／ 6月決算法人の中間申告 2月28日
国　税／ 3月、6月、9月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合） 2月28日
国　税／ 決算期の定めのない人格なき社団等の法人

税の確定申告及び納付 2月28日
地方税／ 固定資産税（都市計画税）の第4期分の納付

 市町村の条例で定める日
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2 月号─2

り
し
て
欲
し
い
」
人
も
い
れ
ば
、
買

い
物
だ
け
で
よ
い
か
ら
「
店
の
人
は

声
を
か
け
な
い
で
欲
し
い
」な
ど
様
々

で
す
。
ま
た
、店
内
は
小
さ
な
ス
ペ
ー

ス
に
商
品
が
約
３
０
０
０
点
ほ
ど
あ

り
ま
す
。

　
今
回
は
、
こ
と
ご
と
く
小
売
業
の

常
識
を
打
ち
破
っ
て
発
展
し
て
き

た
、
ま
た
今
後
も
進
展
し
て
い
く
で

あ
ろ
う
コ
ン
ビ
ニ
に
つ
い
て
、
そ
の

歴
史
及
び
業
務
内
容
を
見
る
こ
と
に

し
ま
し
ょ
う
。

Ⅰ
　
コ
ン
ビ
ニ
の
歴
史

⑴
　
業
界
の
成
長
過
程
①

　
コ
ン
ビ
ニ
は
、
１
９
３
０
年
代
ア

メ
リ
カ
で
生
ま
れ
た
と
言
わ
れ
て
い

ま
す
。
当
時
の
ア
メ
リ
カ
の
景
気
は

決
し
て
良
く
な
か
っ
た
時
代
な
の
で
、

コ
ン
ビ
ニ
は
不
況
時
に
強
い
業
態
で

あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
つ
ま
り
、
消
費
者
は
不
況
時
の
生

活
防
衛
と
し
て
同
じ
生
活
水
準
を
維

持
す
る
た
め
の
消
費
行
動
で
は
、

イ
　
デ
ィ
ス
カ
ウ
ン
ト
ス
ト
ア
で
同

じ
物
を
少
し
で
も
安
く
買
う

ロ
　
必
要
な
時
に
必
要
な
物
を
買
う

の
ロ
に
対
す
る
の
が
コ
ン
ビ
ニ
で
す
。

　
１
９
８
０
年
頃
か
ら
の
ア
メ
リ
カ

の
小
売
業
は
総
デ
ィ
ス
カ
ウ
ン
ト
化

し
、
90
年
に
入
っ
て
さ
ら
に
デ
ィ
ス

カ
ウ
ン
ト
間
競
合
が
激
化
し
ま
し
た
。

コ
ン
ビ
ニ
も
低
価
格
を
訴
求
し
た
結

果
、
業
界
を
後
退
さ
せ
ま
し
た
。

　
コ
ン
ビ
ニ
は
、
低
価
格
サ
ー
ビ
ス

を
し
な
い
こ
と
、
特
定
チ
ラ
シ
に
よ

り
集
客
販
促
を
し
な
い
こ
と
、
そ
れ

以
外
の
サ
ー
ビ
ス
販
売
業
態
で
あ
る

こ
と
を
日
本
の
コ
ン
ビ
ニ
は
ア
メ
リ

カ
か
ら
学
び
ま
し
た
。

　
そ
し
て
、
日
本
の
コ
ン
ビ
ニ
は
情

報
シ
ス
テ
ム
、
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
シ

ス
テ
ム
、
そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス
を
す

る
の
が
コ
ン
ビ
ニ
で
あ
る
こ
と
を
ア

メ
リ
カ
に
再
提
案
し
ま
し
た
。

⑵
　
業
界
の
成
長
過
程
②

　
日
本
の
コ
ン
ビ
ニ
は
１
９
６
９
年

に
「
マ
イ
シ
ョ
ッ
プ
（
豊
中
）」
開
店

か
ら
発
生
し
て
い
ま
す
。な
お
、「
フ
ァ

ミ
リ
ー
マ
ー
ト
」
は
73
年
、「
セ
ブ
ン

イ
レ
ブ
ン
」
は
74
年
、「
ロ
ー
ソ
ン
」

は
75
年
で
す
。

　
当
時
の
流
通
業
界
は
、
ス
ー
パ
ー

マ
ー
ケ
ッ
ト
の
猛
烈
な
出
店
競
争
が

既
存
の
商
店
お
よ
び
商
店
街
に
打
撃

を
与
え
ま
し
た
。
１
９
７
４
年
３
月

施
行
の
大
店
法
（
大
規
模
小
売
店
舗

に
お
け
る
小
売
業
の
事
業
活
動
の
調

整
に
関
す
る
法
律
）
に
よ
っ
て
ビ
ッ

グ
ス
ト
ア
の
出
店
が
鈍
化
し
、
ビ
ッ

グ
ス
ト
ア
は
そ
の
後
、
規
制
外
の
小

売
店
舗
を
展
開
し
ま
し
た
。

　
イ
ト
ー
ヨ
ー
カ
ド
ー
↓
「
セ
ブ
ン

イ
レ
ブ
ン
」、
ダ
イ
エ
ー
↓
「
ロ
ー
ソ

ン
」、西
友
↓「
フ
ァ
ミ
リ
ー
マ
ー
ト
」、

イ
オ
ン
↓「
ミ
ニ
ス
ト
ッ
プ
」、ユ
ニ
ー

↓
「
サ
ー
ク
ル
K
」、
長
崎
屋
↓
「
サ

ン
ク
ス
」等
で
す
。

Ⅱ
　
コ
ン
ビ
ニ
の
発
展
の
内
容

　
コ
ン
ビ
ニ
の
革
新
に
つ
い
て
時
代

と
と
も
に
業
務
内
容
が
ど
の
よ
う
に

変
化
し
た
か
を
日
本
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ

ズ
チ
ェ
ー
ン
協
会
の
資
料
や
流
通
評

論
家
の
渡
辺
広
明
氏
の
意
見
を
参
考

に
見
て
い
き
ま
す
。

⑴
　
創
業
か
ら
昭
和
の
コ
ン
ビ
ニ

（
１
９
８
８
年
）創
業
〜
１
万
１
６

０
０
店
舗

・
24
時
間
営
業
の
定
着

・
中
食
の
販
売
　
お
に
ぎ
り
、弁
当
、

サ
ン
ド
イ
ッ
チ
等

・
共
同
配
送
車
の
削
減

⑵
　
平
成
バ
ブ
ル
崩
壊
か
ら
平
成
不

況
（
１
９
９
１
年
か
ら
１
９
９
７

年
）
１
万
９
０
０
０
〜
３
万
４
０

０
０
店
舗

・
出
納
代
行
の
受
付

・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
デ
ィ
ス
ペ
ン
サ
ー
の

設
置

　
コ
ロ
ナ
禍
で
買
い
物
客
は
減
少
し

て
い
る
と
い
う
も
の
の
、
日
本
の
コ

ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
（
以
下
「
コ

ン
ビ
ニ
」）で
は
、
年
間
１
５
５
億
人

の
人
々
が
利
用
し
て
い
ま
す
。
こ
れ

を
概
算
し
て
み
る
と
、
日
本
の
人
口

が
１
億
２
６
０
０
万
人
で
す
か
ら
、

１
人
年
間
１
２
３
回
コ
ン
ビ
ニ
で
買

い
物
を
し
て
い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

し
か
し
、
こ
の
数
字
に
は
子
供
の
数

も
含
ま
れ
ま
す
か
ら
、
２
日
に
１
回

は
あ
り
と
あ
ら
ゆ
る
人
々
が
訪
れ
て

い
る
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
買
い
物
客
は
、「
接
客
を
し
っ
か

コンビニエンス
ストア　　　　
－歴史と現状－



3─2月号

・
マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
端
末
の
設
置
、

イ
ベ
ン
ト
チ
ケ
ッ
ト
販
売
、
ゲ
ー

ム
機
器
等
販
売

⑶
　
平
成
不
況
後
か
ら
平
成
時
代
の

終
わ
り
（
１
９
９
８
年
か
ら
２
０

１
８
年
）
３
万
６
２
０
０
〜
５
万

８
３
０
０
店
舗

・
緊
急
購
買
か
ら
日
常
の
購
買
へ

・
客
層
が
若
者
か
ら
シ
ニ
ア
層
へ

・
カ
ウ
ン
タ
ー
サ
ー
ビ
ス
の
増
加
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
通
販
の
受
取
り
、

フ
リ
マ
ア
プ
リ
対
応

⑷
　
令
和
時
代
の
コ
ン
ビ
ニ
店
舗
減

少
ス
タ
ー
ト

・
一
部
店
舗
か
ら
24
時
間
営
業
の
見

直
し

・
食
品
ロ
ス
削
減
の
値
引
き
販
売
ス

タ
ー
ト

・
レ
ジ
袋
有
料
化
か
ら
の
エ
コ
の
進

化
　
こ
の
よ
う
に
コ
ン
ビ
ニ
は
、
そ
の

と
き
ど
き
の
社
会
的
課
題
に
対
応
し

変
化
し
て
き
ま
し
た
が
、
そ
の
一
端

を
以
下
に
紹
介
し
ま
す
。

Ⅲ
　
コ
ン
ビ
ニ
の
現
状

⑴
　
シ
ニ
ア
層
へ
の
取
り
組
み

　
社
会
へ
の
投
影
で
あ
る
コ
ン
ビ
ニ

は
、
当
然
な
が
ら
高
齢
化
の
波
に
つ

い
て
も
変
化
に
対
応
し
て
い
ま
す
。

１
９
８
９
年
は
20
歳
未
満
と
20
歳
〜

29
歳
だ
け
で
６
割
を
占
め
て
い
て
、

50
歳
以
上
は
１
割
未
満
で
し
た
。
し

か
し
、
２
０
１
７
年
に
は
50
歳
以
上

は
４
割
近
く
に
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

　
つ
ま
り
、
こ
の
30
年
間
に
コ
ン
ビ

ニ
の
主
力
客
は
若
者
か
ら
高
齢
者
へ

と
変
化
し
て
い
ま
す（
図
を
参
照
）。

⑵
　
商
品
開
発

　
コ
ン
ビ
ニ
は
P
B
（
プ
ラ
イ
ベ
ー

ト
・
ブ
ラ
ン
ド
）
商
品
が
増
加
中
で

す
。
メ
ー
カ
ー
商
品
の
売
上
の
粗
利

益
は
30
〜
35
％
に
対
し
、
P
B
は

約
50
％
。

　
こ
の
背
景
の
理
由
の
一
つ
は
タ
バ

コ
の
売
上
増
加
に
よ
る
も
の
で
す
。

コ
ン
ビ
ニ
の
タ
バ
コ
の
売
上
が
占
め

る
割
合
は
現
在
、
約
25
％
で
利
益
率

は
11
％
と
低
い
。
コ
ン
ビ
ニ
は
商
品

の
利
益
率
を
30
％
と
想
定
し
て
い
る

の
で
、
タ
バ
コ
の
売
上
増
加
に
よ
り

全
体
の
利
益
率
が
下
が
っ
て
し
ま
う

と
い
う
事
情
も
あ
り
ま
し
た
。

⑶
　
カ
ウ
ン
タ
ー
サ
ー
ビ
ス
の
増
加

　
例
え
ば
、
セ
ブ
ン
イ
レ
ブ
ン
は

２
０
１
８
年
か
ら
店
舗
レ
イ
ア
ウ
ト

を
変
更
し
ま
し
た
。
従
来
の
店
舗
で

は
出
入
口
の
す
ぐ
横
に
カ
ウ
ン
タ
ー

を
置
い
て
い
た
の
で
す
が
、
新
し
い

レ
イ
ア
ウ
ト
は
入
口
か
ら
正
面
の
奥

に
拡
大
設
置
し
ま
し
た
。

　
代
行
手
数
料
が
徐
々
に
増
え
、
現

在
、
多
く
の
店
は
カ
ウ
ン
タ
ー
で
の

売
上
が
店
の
売
上
の
40
％
位
を
占
め

て
き
て
い
る
か
ら
で
す
。
又
、
カ
ウ

ン
タ
ー
を
奥
に
置
く
こ
と
は
、
買
い

物
客
の
つ
い
で
買
い
を
期
待
し
て
い

る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

Ⅳ
　
コ
ン
ビ
ニ
と
商
店
　

　
コ
ン
ビ
ニ
は
平
成
に
入
り
急
速
に

伸
び
た
業
態
で
す
。
成
長
の
一
因
に

は
、
小
規
模
小
売
店
（
い
わ
ゆ
る
文

具
店
、
弁
当
屋
、
酒
店
等
の
小
売
店
）

を
飲
み
込
ん
で
き
た
こ
と
が
挙
げ
ら

れ
ま
す
。

　
一
方
で
、
こ
れ
ら
小
売
店
の
店
主

が
集
ま
り
（
商
店
会
）
地
域
の
街
路

灯
の
設
置
、
子
供
の
見
守
り
等
の
安

全
・
安
心
に
寄
与
し
た
り
、
夏
祭
り
・

ク
リ
ス
マ
ス
セ
ー
ル
等
で
賑
わ
い
を

創
出
し
て
き
ま
し
た
。

　
小
売
店
の
減
少
は
、
多
く
の
家

庭
・
個
人
あ
る
い
は
地
方
自
治
体
に

と
っ
て
痛
手
に
な
り
ま
し
た
。

　
勿
論
、コ
ン
ビ
ニ
は
宅
配
の
受
付
、

A
T
M
の
設
置
等
、
社
会
的
な
課
題

に
貢
献
し
て
い
ま
す
が
、
例
え
ば
、

コ
ン
ビ
ニ
の
ア
ル
バ
イ
ト
の
仕
事
は

多
岐
に
渡
る
た
め
、
年
配
者
に
は
難

し
い
こ
と
な
ど
社
会
的
な
要
求
に
答

え
る
に
は
限
界
が
あ
り
ま
す
。
コ
ン

ビ
ニ
と
小
規
模
小
売
店
の
共
存
に
つ

い
て
は
今
後
の
重
要
な
課
題
と
な
り

ま
す
。

0 20 40 60 80 100
（％）

1989
1994
1999
2004
2009
2013
2015
2017

■20 歳未満　　■20 代　　■30 代　　■40 代　　■50 歳以上

図　セブン－イレブンの来店客の年齢分布

出典：㈱セブン＆アイHLDGS　資料より作成
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 13 29 22 14 22
 10 22 23 17 28
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2 月号─4

　
今
年
も
所
得
税
等
の
確
定
申
告
時

期
を
迎
え
ま
し
た
。
還
付
申
告
は
、

す
で
に
１
月
か
ら
始
ま
っ
て
い
ま
す

が
、納
付
額
の
あ
る
人
に
つ
い
て
は
、

２
月
16
日
か
ら
３
月
15
日
ま
で
と
な

り
ま
す
。

　
以
下
、
令
和
４
年
分
確
定
申
告
の

ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
て
み
ま
す
。

一

　申
告
書
類
の
変
更

　
令
和
４
年
分
の
確
定
申
告
か
ら
、

「
確
定
申
告
書
A
」
と
「
修
正
申
告
書

（
別
表
）第
五
表
」が
廃
止
さ
れ
ま
す
。

そ
し
て
こ
れ
ら
は
、
従
来
の
「
確
定

申
告
書
B
」
に
集
約
さ
れ
、「
確
定

申
告
書
第
一
表
」と
な
り
ま
す
。

二

　雑
所
得
で
収
支
内
訳
書
が
必
要

　
雑
所
得
は
、「
公
的
年
金
等
」、「
業

務
に
係
る
も
の
」、「
そ
れ
以
外
」
に

分
け
ら
れ
ま
す
。

　
業
務
に
係
る
も
の
と
は
、
副
業
に

係
る
収
入
の
う
ち
営
利
を
目
的
と
し

た
継
続
的
な
も
の
を
い
い
ま
す
。

　
業
務
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

前
々
年
分
の
業
務
に
係
る
雑
所
得
の

収
入
金
額
が
３
０
０
万
円
を
超
え
る

人
は
、
現
金
預
金
取
引
等
関
係
書
類

を
保
存
す
る
こ
と
が
義
務
に
な
り
ま

し
た
。
現
金
預
金
取
引
等
関
係
書
類

と
は
、
そ
の
業
務
に
関
し
て
作
成
し

た
り
受
領
し
た
り
し
た
請
求
書
や
領

収
書
な
ど
の
う
ち
、
現
金
や
預
貯
金

の
収
受
、
預
入
れ
・
払
出
し
、
引
出

し
に
際
し
て
作
成
さ
れ
た
も
の
を
い

い
ま
す
。

　
ま
た
、
前
々
年
分
の
業
務
に
係
る

雑
所
得
の
収
入
金
額
が
１
０
０
０
万

円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
そ
の
業
務

に
係
る
総
収
入
金
額
や
必
要
経
費
の

内
容
を
記
載
し
た
、
収
支
内
訳
書
な

ど
の
書
類
の
添
付
が
必
要
に
な
り
ま

し
た
。

三

　住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
見
直
し

　
個
人
が
住
宅
ロ
ー
ン
を
利
用
し
て

マ
イ
ホ
ー
ム
の
取
得
や
リ
フ
ォ
ー
ム

を
し
た
場
合
に
は
、
一
定
の
要
件
を

満
た
す
と
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
令
和
４
年
度
税
制
改
正
に
お
い

て
、
同
制
度
の
適
用
期
限
が
延
長
さ

れ
、
令
和
７
年
12
月
31
日
ま
で
に
入

居
し
た
方
が
対
象
と
な
り
ま
し
た
。

　
省
エ
ネ
性
能
の
高
い
住
宅
を
取
得

し
た
場
合
に
は
、
一
般
の
住
宅
の
取

得
に
比
べ
控
除
限
度
額
が
高
く
設
定

さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
２
０
５
０

年
（
令
和
32
年
）
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
措
置
で
す
。

　
ま
た
、
借
入
金
残
高
に
対
す
る
控

除
率
が
１
％
か
ら
０
・
７
％
に
引
き

下
げ
ら
れ
た
他
、
適
用
対
象
者
の
所

得
要
件
が
、「
3
0
0
0
万
円
以
下
」

か
ら
「
2
0
0
0
万
円
以
下
」
に
引

き
下
げ
ら
れ
る
な
ど
の
見
直
し
が
行

わ
れ
て
い
ま
す
。

四

　e

－

T
a
x
の
利
便
性
の
向
上

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
利
用
し

て
電
子
申
告
を
す
る
際
に
は
、
①

e

－

T
a
x
登
録
情
報
の
確
認
、
②

電
子
署
名
の
付
与
、
③
e

－

T
a
x

へ
の
ロ
グ
イ
ン
と
、
３
回
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
の
読
み
取
り
を
行
う
必

要
が
あ
り
ま
し
た
。

　
こ
れ
に
つ
い
て
、
過
去
に
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
カ
ー
ド
方
式
で
申
告
を
し
た

人
に
つ
い
て
は
、
今
回
の
確
定
申
告

か
ら
e

－

T
a
x
へ
の
ロ
グ
イ
ン
時

の
み
１
回
に
簡
素
化
さ
れ
ま
し
た
。

　
ま
た
、
青
色
申
告
決
算
書
や
収
支

内
訳
書
を
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
で
作
成

す
る
こ
と
も
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

し
た
。

　
さ
ら
に
、
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
を
経

由
し
て
控
除
証
明
書
な
ど
の
必
要
書

類
の
デ
ー
タ
を
一
括
取
得
し
、
各
種

申
告
書
の
該
当
項
目
へ
自
動
入
力
す

る
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
連
携
に
つ
い
て
、

「
１
年
間
分
の
医
療
費
通
知
情
報
」、

「
公
的
年
金
等
の
源
泉
徴
収
票
」、

「
国
民
年
金
保
険
料
控
除
証
明
書
」

が
対
象
に
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

医療費控除

令和４年分
確定申告の
　ポイント



5─2月号

確定申告が必要な人 （令和4年分用）

区分 項目 チェック内容 チェック欄

対
象
者（
主
な
例
）

個人で事業を行い、または不動産収入があり、納
税額がある 青色申告決算書・収支内訳書の添付が必要 □

給与収入が年間2,000万円を超える □

給与所得・退職所得以外の所得の合計額が20万
円を超える

還付申告の場合は20万円以下の場合も含めて申
告 □

2か所以上から給与をもらっている □

同族会社の役員等で、その同族会社から給与の他
に、貸付金の利子や賃借料などの支払いを受けた □

公的年金等に係る雑所得の金額から所得控除を差
し引くと残額がある

公的年金等の収入金額が400万円以下で、その全
部が源泉徴収対象の場合は申告不要 □

外国企業から受け取った退職金など、源泉徴収さ
れていない退職金がある □

譲渡所得や山林所得などの各種所得があり、納税
額がある

損益通算をできる損失は、不動産・事業・譲渡・
山林所得のみ
※ 譲渡は、一定の居住用財産以外の土地・建物等
を除く

業務に係る雑所得で一定の場合は、収支内訳書の
添付が必要

□

確定申告の際の注意点

区分 項目 チェック内容 チェック欄

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額（
主
な
例
）

医療費控除（※セルフメディケーション税制との選
択適用）

補てん金は、未収であっても見積もりにより計上

□

差引負担額から10万円（又は所得金額の5％か、
いずれか少ない金額）を差し引く

医療費控除の明細書の添付が必要、領収書は5年
間保管

セルフメディケーションは医薬品購入額が1万2千
円超（8万8千円限度）

寄附金 領収書・証明書等の添付が必要 □

特定扶養親族 対象者は、扶養親族のうちH12.1.2～H16.1.1生
まれの人 □

寡婦控除

ひとり親控除の対象者を除く。合計所得金額が
500万円以下

□
夫と死別の場合は扶養親族要件なし、離婚の場合
は扶養親族要件あり

ひとり親控除 合計所得金額が500万円以下、子の所得48万円
以下、事実婚の状況にない □

配偶者控除・配偶者特別控除 合計所得金額が1,000万円超は適用不可 □

税
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額（
主
な
例
）

配当控除 控除額： 課税総所得金額が1,000万円以下は
10％、1,000万円を超える部分は5％ □

住宅ローン控除

合計所得金額が2,000万円超は、適用不可
添付書類
⑴　新築・中古家屋の場合
　①　家屋（土地）の登記事項証明書
　② 　請負契約書　又は　売買契約書の写し
　③ 　住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証

明書
⑵　増改築等をした家屋の場合
　 　上記⑴の書類の他に、次のいずれかの書類
　①　建築確認済証の写し
　②　検査済証の写し
　③　増改築等工事証明書

□

そ
の
他

源泉徴収税額 未払いの源泉所得税額も含めて記載 □

予定納税額 第1期・第2期とも、未納があっても記載する □

第3期分の税額 納税の場合は、100円未満の端数を切り捨て □



2 月号─6

　
今
年
４
月
１
日
か
ら
、
中
小
企
業

に
お
い
て
１
か
月
に
60
時
間
を
超
え

る
法
定
時
間
外
労
働
を
さ
せ
た
場
合

の
割
増
賃
金
率
が
「
50
％
以
上
」
に

引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
（
従
来
は
25
％

以
上
）。
こ
の
割
増
賃
金
率
（
50
％

以
上
）
の
ル
ー
ル
は
、
労
働
基
準
法

の
改
正
に
よ
り
平
成
22
年
４
月
１
日

よ
り
施
行
さ
れ
、
大
企
業
で
は
施
行

当
初
か
ら
適
用
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、

中
小
企
業
は
今
年
３
月
ま
で
適
用
が

猶
予
さ
れ
て
お
り
、
い
よ
い
よ
適
用

開
始
と
な
り
ま
す
の
で
、
内
容
を
お

さ
ら
い
し
ま
す
。

一

　改
正
の
趣
旨
等  

㈠

　割
増
賃
金
率
の
引
上
げ
趣
旨

　
労
働
基
準
法
改
正
に
関
す
る
通
達

で
は
、
改
正
趣
旨
に
つ
い
て
次
の
よ

う
に
述
べ
て
い
ま
す（
一
部
抜
粋
）。

「
少
子
高
齢
化
が
進
行
し
労
働
力
人

口
が
減
少
す
る
中
で
、
子
育
て
世
代

の
男
性
を
中
心
に
、
長
時
間
に
わ
た

り
労
働
す
る
労
働
者
の
割
合
が
高
い

水
準
で
推
移
し
て
お
り
、
労
働
者
が

健
康
を
保
持
し
な
が
ら
労
働
以
外
の

生
活
の
た
め
の
時
間
を
確
保
し
て
働

く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
労
働
環
境
を

整
備
す
る
こ
と
が
重
要
な
課
題
と
な

っ
て
い
る
。

　
こ
の
た
め
、
割
増
賃
金
に
よ
る
使

用
者
の
経
済
的
負
担
を
加
重
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
特
に
長
い
時
間
外
労
働

を
強
力
に
抑
制
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
、
一
か
月
に
つ
い
て
60
時
間
を

超
え
て
時
間
外
労
働
を
さ
せ
た
場
合

に
は
、
そ
の
超
え
た
時
間
の
労
働
に

つ
い
て
、
法
定
割
増
賃
金
率
を
現
行

の
２
割
５
分
以
上
の
率
か
ら
５
割
以

上
の
率
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
た

も
の
で
あ
る
こ
と
。」（
基
発
第

０
５
２
９
０
０
１
号
　
平
成
21
年
５

月
29
日
）

㈡

　改
正
趣
旨
を
踏
ま
え
た
対
応

　
㈠
で
触
れ
た
と
お
り
、
労
働
基
準

法
の
改
正
は
「
健
康
を
保
持
し
な
が

ら
労
働
以
外
の
生
活
の
た
め
の
時
間

を
確
保
し
て
働
く
こ
と
が
で
き
る
よ

う
労
働
環
境
を
整
備
す
る
」
と
い
っ

た
課
題
に
対
応
す
る
こ
と
を
意
図
し

て
行
わ
れ
ま
し
た
。
し
た
が
っ
て
、

４
月
以
降
に
向
け
た
社
内
の
準
備

は
、
就
業
規
則
や
賃
金
の
計
算
方
法

を
見
直
し
て
割
増
賃
金
率
を
引
き
上

げ
る
こ
と
の
ほ
か
、
労
使
の
取
組
に

よ
り「
労
働
者
の
健
康
保
持
」や「
労

働
以
外
の
生
活
の
時
間
を
確
保
」
な

ど
を
考
慮
し
つ
つ
時
間
外
労
働
を
抑

制
す
る
方
法
も
検
討
し
、
実
施
し
て

い
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　
他
社
の
時
間
外
労
働
削
減
例
は
、

厚
生
労
働
省
が
発
行
す
る
「
時
間
外

労
働
削
減
の
好
事
例
集
」（「
時
間
外

労
働
削
減
　
事
例
集
」
な
ど
の
キ
ー

ワ
ー
ド
で
検
索
）
や
、
同
省
が
設
け

て
い
る「
働
き
方
改
革
特
設
サ
イ
ト
」

に
も
公
開
さ
れ
て
い
ま
す
。

二

　改
正
内
容  

㈠

　時
間
外
労
働

①
　
60
時
間
超
の
法
定
時
間
外
労
働

　
　「
１
か
月
60
時
間
」
を
超
え
る

法
定
時
間
外
労
働
（
※
）
に
対
し

て
は
、
使
用
者
は
50
％
以
上
の
率

で
計
算
し
た
割
増
賃
金
を
支
払
わ

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

※
　
法
定
時
間
外
労
働
と
は

　
　
使
用
者
は
、
原
則
と
し
て
、

１
日
に
８
時
間
、
１
週
間
に
40

時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
て
は

い
け
な
い
と
さ
れ
、
こ
の
時
間

の
こ
と
を
「
法
定
労
働
時
間
」

と
い
い
ま
す
（
休
憩
時
間
は
労

働
時
間
に
含
み
ま
せ
ん
）。

　
　
法
定
労
働
時
間
を
超
え
て
労
働

さ
せ
る
と
き
は
、
時
間
外
・
休
日

労
働
に
関
す
る
協
定
（
36
協
定
）

を
締
結
し
て
所
轄
労
働
基
準
監
督

署
に
届
け
出
る
と
と
も
に
、
超
過

時
間
に
対
す
る
割
増
賃
金
を
支
払

う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
　
今
回
の
改
正
は
、
法
定
労
働
時

間
を
超
え
た
時
間
を
集
計
し
、
１

か
月
に
60
時
間
を
超
過
す
る
部
分

に
対
す
る
割
増
賃
金
率
を
50
％
以

上
（
従
来
は
25
％
以
上
）
に
引
き

上
げ
る
も
の
で
す
。

　
　「
法
定
労
働
時
間
」
と
似
た
も

の
に
「
所
定
労
働
時
間
」
と
呼
ば

れ
る
も
の
が
あ
り
ま
す
。
所
定
労

働
時
間
は
、
会
社
が
定
め
た
勤
務

す
べ
き
時
間
の
こ
と
を
い
い
、
法

定
労
働
時
間
の
範
囲
内
で
設
定

（
例
え
ば
、
就
業
規
則
等
に
お
い

て
「
７
時
間
」、「
７
時
間
30
分
」、

「
８
時
間
」
な
ど
定
め
る
）
を
す
る

月
60
時
間
を
超
え
る

時
間
外
労
働
割
増
賃
金
率
の

引
き
上
げ（
中
小
企
業
）
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こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
　
例
え
ば
、「
７
時
間
」
が
所
定

労
働
時
間
の
事
業
場
に
お
い
て

は
、
時
間
外
労
働
を
し
た
場
合
で

あ
っ
て
も
７
時
間
超
か
ら
８
時
間

ま
で
の
時
間
は
、「
１
か
月
60
時

間
」
の
時
間
外
労
働
の
計
算
に
は

含
め
ず
、
法
定
労
働
時
間
で
あ
る

８
時
間
（
ま
た
は
週
40
時
間
）
を

超
過
し
た
時
間
が
集
計
対
象
と
な

る
こ
と
に
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

②
　
法
定
休
日
労
働
と
の
関
係

　
　
労
働
基
準
法
で
は
、
週
１
回
ま

た
は
４
週
４
日
の
休
日
を
与
え
る

こ
と
を
義
務
付
け
て
い
ま
す（「
法

定
休
日
」と
い
い
ま
す
）。

　
　
法
定
休
日
の
労
働
時
間
は
、「
１

か
月
60
時
間
」
の
計
算
に
は
含
め

ま
せ
ん
。
こ
の
場
合
は
、
法
定
休

日
労
働
に
対
す
る
割
増
賃
金
率

（
35
％
以
上
）
で
計
算
し
た
割
増

賃
金
を
支
払
い
ま
す
。

　
　
一
方
、
法
定
休
日
以
外
の
休
日

（「
所
定
休
日
」
と
い
い
ま
す
）
に

お
け
る
労
働
は
、「
１
か
月
60
時

間
」の
計
算
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

　
　
例
え
ば
、
週
休
２
日
制
の
事
業

場
に
お
い
て
、
法
定
休
日
（
週
１

日
）
は
休
ま
せ
、
所
定
休
日
に
労

働
さ
せ
た
場
合
は
、
所
定
休
日
の

労
働
時
間
（
法
定
労
働
時
間
の
１

日
８
時
間
ま
た
は
週
40
時
間
を
超

過
す
る
部
分
に
限
る
。）
を
「
１
か

月
60
時
間
」
の
計
算
に
含
め
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　
　
な
お
、
前
述
の
通
達
に
お
い
て

は
「
労
働
条
件
を
明
示
す
る
観
点

及
び
割
増
賃
金
の
計
算
を
簡
便
に

す
る
観
点
か
ら
、
就
業
規
則
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
に
よ
り
、

事
業
場
の
休
日
に
つ
い
て
法
定
休

日
と
所
定
休
日
の
別
を
明
確
に
し

て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
も
の
で

あ
る
こ
と
」と
さ
れ
て
い
ま
す（
例

え
ば
、
法
定
休
日
を
日
曜
日
、
所

定
休
日
を
土
曜
日
と
定
め
て
お
く

な
ど
。）。

③
　
深
夜
労
働
と
の
関
係

　
　
１
か
月
の
法
定
時
間
外
労
働
が

60
時
間
に
達
し
た
後
に
、
さ
ら
に

深
夜
労
働
も
さ
せ
た
場
合
は
、
深

夜
労
働
の
法
定
割
増
賃
金
率
（
25

％
以
上
）
と
「
１
か
月
60
時
間
」
を

超
え
た
こ
と
に
対
す
る
割
増
賃
金

率
（
50
％
以
上
）
を
合
算
し
、
75

％
以
上
の
率
で
計
算
し
た
割
増
賃

金
の
支
払
い
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

㈡

　代
替
休
暇
の
付
与

①
　
代
替
休
暇
制
度
と
は

　
　
１
か
月
60
時
間
を
超
え
る
法
定

時
間
外
労
働
を
行
っ
た
労
働
者
の

健
康
を
確
保
す
る
た
め
、
引
上
げ

分
の
割
増
賃
金
の
代
わ
り
に
有
給

の
休
暇
（
代
替
休
暇
）
を
付
与
す

る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
　
本
来
で
あ
れ
ば
、
１
か
月
60
時

間
超
の
法
定
外
労
働
に
対
し
、
次

の
a
と
b
を
合
算
し
て「
50
％
以

上
」
の
率
で
計
算
し
た
割
増
賃
金

の
支
払
い
が
必
要
で
す
が
、
代
替

休
暇
は
b
に
相
当
す
る
割
増
賃

金
を
支
払
う
代
わ
り
に
有
給
の
休

暇
を
付
与
す
る
も
の
で
す
（
代
替

休
暇
を
付
与
し
た
場
合
で
あ
っ
て

も
、
a
の
25
％
以
上
で
計
算
し
た

額
は
支
払
う
必
要
が
あ
り
ま
す
）。

a
　
従
来
の
割
増
賃
金
率
（
25
％

以
上
）

b
　
１
か
月
60
時
間
超
に
対
す

る
割
増
賃
金
率
と
し
て
改
正
に

よ
り
引
き
上
げ
ら
れ
た
分
（
25

％
以
上
）

②
　
導
入
の
手
順

　
　
代
替
休
暇
制
度
導
入
に
あ
た
っ

て
は
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織

す
る
労
働
組
合
（
無
い
場
合
は
過

半
数
代
表
者
）
と
の
間
で
労
使
協

定
を
結
ぶ
こ
と
が
必
要
で
す
。
た

だ
し
、
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
へ

の
届
出
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
　
労
使
協
定
で
定
め
る
事
項
は
次

の
４
つ
で
す
。

・
　
代
替
休
暇
の
時
間
数
の
具
体

的
な
算
定
方
法

・
　
代
替
休
暇
の
単
位

・
　
代
替
休
暇
を
与
え
る
こ
と
が

で
き
る
期
間

・
　
代
替
休
暇
の
取
得
日
の
決
定

方
法
、
割
増
賃
金
の
支
払
日

③
　
留
意
点

・
　
代
替
休
暇
は
１
日
ま
た
は
半

日
単
位
で
付
与
し
ま
す
。

・
　
代
替
休
暇
を
与
え
る
こ
と
が

で
き
る
期
間
は
、「
時
間
外
労

働
が
１
か
月
60
時
間
を
超
え
た

当
該
１
か
月
の
末
日
の
翌
日
か

ら
２
か
月
以
内
」
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

・
　
労
使
協
定
の
締
結
は
、
個
々

の
労
働
者
に
対
し
て
代
替
休
暇

の
取
得
を
義
務
付
け
る
も
の
で

は
あ
り
ま
せ
ん
。
個
々
の
労
働

者
が
実
際
に
代
替
休
暇
を
取
得

す
る
か
否
か
は
、
労
働
者
の
意

思
に
よ
り
決
定
さ
れ
ま
す
。

　
　
代
替
休
暇
の
日
数
へ
の
換
算
方

法
及
び
労
使
協
定
の
締
結
例
は
、

厚
生
労
働
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
に
掲
載
さ
れ
て

い
ま
す
の
で
ご
参
照
く
だ
さ
い
。
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　最近「センスメイキング理論」という言
葉を耳にします。経営学の理論としては、
抽象的な面が多く、いまだにその定義につ
いては議論が続いていますが…。
　「メイクセンス」は日本語に直訳すると「意
味づけ」や「納得」の言葉になります。早稲
田大学の入山章栄教授は「腹落ち」という
表現を使っています。
　ここ数年、コロナ禍、ウッドショック、
円安、物価上昇、災害など、これまで経験
したことのない状況が次々に起こっていま
す。危機的な状況・予期せぬ状況下では、
何が正解なのか分かりません。
　過去の経験、理論が通用しない、このよ
うな中で、組織や会社の方向性を示し、危
機的な状況を乗り切るためには、社長はじ
め社員が「納得と共感」する方向性を示す
こと（入山氏の「腹落ち」するストーリー）
が重要になります。

　「センスメイキング」に有名な逸話があ
ります。
　―ハンガリー軍偵察隊がアルプス山脈の
雪山で猛吹雪に遭遇し遭難しました。みん
なが死の恐怖でおののく中、隊員の一人の
ポケットから山の地図を見つけたことで場
の空気が一変します。この地図があれば下
山できると希望が出てきました。
　そこで大まかな進路を決め、猛吹雪の中
で地図をもとに進んだら無事下山できたと
いう話です。しかし、その地図はピレネー
山脈の地図だったのです。―
　地図をきっかけにメンバー全員が「納得」
「腹落ち」したことで方向性が明確になり
生還出来たという逸話です。
　つまり、事象やきっかけ自体は正確かど
うか、最善かどうかはあまり関係なく一致
して進めることが重要です。経営ビジョン
を掲げ、明確にして経営者と社員が「納得
と共感」のもとに経営を運営していく点は
中小企業に通用すると考えます。

センスメイキング理論

　昨年の秋は、台風が日本列島に接近、上
陸して各地に多くの被害をもたらしました。
　気象庁の気象研究所では、台風の数の調
査を1951年から行っています。その数は、
平均で1年間に約26個発生しています。
更に、過去40年分の台風には、以下の変
化があると分析します。
①　東京など太平洋側の地域に接近する台
風が増えている。

②　これらの接近する台風については強度
がより強くなっていて、以前の2.5倍となっ
ている。

③　台風の移動速度が遅くなっている、こ
れは台風による影響時間が長くなってい
ることを示している。

　同研究所では、過去の変化については、
地球温暖化との関連性を考えていく必要が
あると指摘しています。
　会社でも、台風の備えと対策を考えてお
かなければいけない時代となっています。

近年の台風　
金
融
機
関
の
管
理
職
に
な
り
た
て

の
K
氏
。
初
め
て
の
部
下
の
人
事
考

課
に
「
こ
れ
と
い
っ
た
人
材
が
い
な

い
、
ど
う
評
価
し
た
ら
‥
‥
」。

　
K
氏
か
ら
相
談
さ
れ
た
上
司
М
氏

は
、「
私
の
場
合
、〝
長
期
に
わ
た
り

仕
事
が
で
き
る
〞
を
考
え
た
上
で
基

準
を
設
定
し
て
、
そ
の
基
準
に
沿
っ

て
考
課
を
行
っ
て
い
る
。
基
準
と
し

て
い
る
の
は
、『
健
康
で
あ
る
こ
と
』、

『
誠
実
で
あ
る
こ
と
』、『
他
人
と
付

き
合
い
が
出
来
る
こ
と
』
の
３
点
。

他
人
と
付
き
合
い
が
出
来
る
こ
と
に

つ
い
て
は
、
ゴ
ル
フ
で
も
囲
碁
で
も

何
の
娯
楽
・
趣
味
で
も
よ
い
が
、〝

他
人
と
遊
べ
る
〞
と
い
う
こ
と
。
遊

び
を
通
し
て
、
仕
事
へ
の
考
え
方
を

学
べ
る
。
相
手
に
よ
っ
て
は
、
今
後

の
仕
事
の
パ
ー
ト
ナ
ー
に
な
る
か
も

し
れ
な
い
」
と
話
す
。
そ
し
て
、「
し

か
し
、
３
つ
の
基
準
を
全
て
満
た
す

の
は
難
し
い
の
で
、
２
つ
が
し
っ
か

り
出
来
る
人
は
評
価
し
て
い
る
」
と

答
え
て
い
ま
す
。

人
事
評
価

発行


